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市町村市町村市町村市町村行動計画の行動計画の行動計画の行動計画の法的な法的な法的な法的な位置づけ位置づけ位置づけ位置づけ    

 

◆新型インフルエンザ等対策特別措置法（抜粋） 

 （定義） 

 第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

⑴  新型インフルエンザ等 感染症法第６条第７項に規定する新型インフル

エンザ等感染症及び同条第９項に規定する新感染症（全国的かつ急速なま

ん延のおそれのあるものに限る。）をいう。 

⑵  ～⑺ 略 

 

 （市町村行動計画） 

第８条 市町村長は、都道府県行動計画に基づき、当該市町村の区域に係る新

型インフルエンザ等対策の実施に関する計画（市町村行動計画）を作成する

ものとする。 

  

  附則 

 第１条の２ 新型コロナウイルス感染症については、新型インフルエンザ等対

策特別措置法の一部を改正する法律（令和２年法律第４号）の施行の日から

起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日までの間は、第２条

第１号に規定する新型インフルエンザ等とみなして、この法律及びこの法律

に基づく命令の規定を適用する。 

 

 

◆市町村行動計画に定める事項（措置法第８条第２項） 

①  総合的な推進に関する事項 

②  情報の適切な方法による提供 

③  まん延の防止に関する措置 

④  生活及び地域経済の安定に関する措置 

⑤  対策を実施するための体制 

⑥  関係機関との連携 

⑦  市町村長が必要と認める事項 

 

◆飛騨市新型コロナウイルス感染症対策行動計画 

《行動計画の構成》 

 Ⅰ 対策の基本的な考え方 

 Ⅱ 実施上の留意点 

Ⅲ 対策推進のための役割分担 

 Ⅳ 各段階における対策 
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Ⅰ 対策の基本的な考え方 

 発生の段階や状況の変化に応じ柔軟に対応する。 

段階 対策 

県内で発生が確認

された段階 

・感染拡大のスピードを抑えることを目的とした対策 

・県が病原性に応じ行う不要不急の外出自粛要請や、施

設の使用制限等に協力する。 

県内で感染が拡大

した段階 

・市は、県、国、事業者等と相互に連携して、医療の確

保、市民生活や市民経済の維持のために最大限に努め

る。 

市民の生命及び健

康に著しく重大な

被害を与えるおそ

れがある場合 

・不要不急の外出自粛等の要請、施設使用制限、事業所

における業務縮小等による接触機会の抑制など、社会全

体での取り組みと、医療対応を組み合わせて総合的な対

策をとる。 

 

Ⅱ 実施上の留意点 

基本的人権の尊重 ・市民の権利と自由に制限を加える場合は、その制限は

必要最小限のものとする。 

・法令の根拠があることを前提として、市民に対して十

分説明し、理解を得ることを基本とする。 

危 機 管 理 と し て の

特措法の性格 

・万一の場合の危機管理のための制度であって、緊急事

態に備えてさまざまな措置を講じることができるよう

制度設計されており、どのような場合でもこれらの措

置を講じるというものではないことに留意する。 

関係機関相互の連

携協力の確保 

・政府対策本部及び岐阜県対策本部と相互に緊密な連携

を図りつつ、新型コロナウイルス感染症対策を総合的

に推進する。 

記録の作成・保存 市対策本部、新型コロナウイルス感染症対策の実施に係

る記録を作成し、保存し、公表する。 

 

Ⅲ 対策推進のための役割分担（国・県・市） 

行政機関 役割の概要 

国 ・新型コロナウイルス感染症対策を実施し、地方公共団体等が実

施する対策を支援する。 

・ワクチンその他の医薬品の調査・研究を推進し、新型コロナウイ

ルス感染症に関する調査研究に係る国際協力の推進に努める。 

・政府対策本部の下で基本的対処方針を決定し、対策を強力に推

進する。その際、国は、医学・公衆衛生等の専門家を中心とした

学識経験者の意見を聴きつつ、対策を進める。 
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県 ・特措法及び感染症法に基づく措置の実施主体として中心的な役

割を担う。 

・新型コロナウイルス感染症の発生時は直ちに県対策本部を設置。 

・市町村の支援、広域対応のための市町村間の調整を行う。 

市 ・生活基盤となる行政サービスを継続しつつ、市民への情報提供

を行うとともに、要支援者の生活支援を行う。 

・国の「新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言」を受け、又は必

要に応じて新型コロナウイルス対策本部を設置し、迅速な対策

を実施する。 

 

Ⅳ 各段階における対策 

 県内発生早期 市内発生期 

状況 県内で新型コロナウイルス感染

症の患者が発生しているが、県

内の患者の接触歴を疫学調査で

追うことができる状態 

・県・市内で新型コロナウイル

ス感染症の患者の接触歴が疫学

調査で追えなくなった状態 

・感染拡大からまん延、患者の

減少に至る時期を含む。 

対策の 

目的 

1）県内での感染拡大をできる

限り抑える。 

2）患者に適切な医療を提供す

る。 

3)感染拡大に備えた体制の整備

を行う。 

1)医療体制を維持する。 

2)健康被害を最小限に抑える。 

3）市民の生活及び経済への影

響を最小限に抑える。 

実施体制 ・「緊急事態宣言」発令時、市

対策本部を設置する。 

・県対策本部設置時、必要に応

じて市対策本部を設置する。 

・国・県の対処方針等に基づ

き、市の対策を決定・実施 

・国の基本方針・県行動計画を

踏まえ、市の対策を協議・改

定する。 

・まん延により市が緊急事態措

置を行うことができなくなっ

た場合には、県による代行、

他市による応援の措置を活用

する。 

サーベイ

ランス 

情報収集 

・国・県等から適切・正確な情

報を収集する。 

・受診患者数等最新の流行状況

を把握する。 

・学校の欠席者及び臨時休校の

状況を把握する。 

継続 

情報提供 

・共有 

・防災行政無線・ホームペー

ジ・飛騨市ＣＡＴＶ・メール

継続 
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配信サービス・市広報誌等複

数の媒体・機関を活用し、正

確でわかりやすく、状況の変

化に即応した情報提供を実施

する。 

・必要に応じ、独自のメッセー

ジの発信や注意喚起を実施す

る。 

・市民からの相談に対応できる

相談窓口を設置する。 

予防・ 

まん延 

防止 

・患者の入院、濃厚接触者の健

康観察等、県が行う感染症法

に基づく措置等へ協力する。 

・個人、地域レベルでの感染対

策を強化する。（基本的感染

対策等の勧奨、外出自粛勧

奨、テレビ会議の利用、３密

を避ける行動、催物等の開催

の慎重な対応等の依頼） 

・病院、高齢者施設等における

院内感染や施設内感染対策を

徹底する。 

・災害時における避難所運営マ

ニュアルを見直す。 

継続 

医療 【医療体制】 

・「帰国者・接触者相談センタ

ー」を周知する。 

・患者数の増加に応じて、診療

体制の確保を図る。 

・臨時医療施設を選定する。 

【患者増加時における医療体制】 

・軽症者の宿泊療養、同居家族

が一時的に別の場所に滞在す

ること等、家庭内感染のリス

クを下げる取組を実施する。 

・帰国者・接触者外来での医療

提供が限界を超える恐れがあ

り、一般医療機関で外来診療

を行う場合において、症状が

【医療体制】 

・県及び関係機関からの要請に

応じ、各種対策等に協力す

る。 

 

 

【患者増加時における医療体制】 

継続 
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軽度の場合は、自宅での安

静・療養を原則とすることの

周知を実施する。 

 

 

 

【在宅患者への支援】 

・電話訪問、食事の提供、医療

機関への移送等を実施する。 

・自宅で死亡した患者への対応

を行う。 

市民の 

生活及び 

経済安定

の確保 

【事業者の対応】 

・市内事業者に従業員の感染予

防と職場の感染対策を依頼す

る。 

【市民・事業者への呼びかけ】 

・買占め・売り惜しみの防止を

呼びかける。 

・消費者の適切な行動を呼びか

ける。 

【市民生活・経済安定のための支援】 

・医療体制の確保、事業活動の

縮小や雇用への対策を実施す

る。 

【水の安定供給】 

・水を安定的に適切に供給す

る。 

【生活相談窓口の設置】 

・市民の生活相談窓口を設置す

る。 

【事業者の対応】 

継続 

 

 

【市民・事業者への呼びかけ】 

継続 

 

 

 

【市民生活・経済安定のための支援】 

継続 

 

 

【水の安定供給】 

継続 

 

【生活相談窓口の設置】 

・市民の生活相談窓口を充実さ

せる。 

【埋葬・火葬】 

・埋葬・火葬を円滑に実施す

る。 

・遺体安置所で適切に遺体保存

を行う。 

・遺体搬送及び火葬作業にあた

る者の感染防止対策を実施す

る。 

・広域的な火葬体制を確保す

る。 

・臨時遺体安置所の確保及び必

要な人材の確保に努める。 

 


